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社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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パート１
地域包括ケアシステムと

は何か？

地域包括ケアの原点は広島県尾道市
の寝たきり予防から始まった



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシス
テムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム

7
人口1万人、中学校区、駆け付け30分圏内



地域包括ケアシステムとは

介護が必要になっても、住み慣れ
た地域で、その人らしい自立した生
活を送ることができるよう、医療、
介護、予防、生活支援、住まいを包
括的かつ継続的に提供するシステム
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地域包括ケアの原点は広島県尾道市

山口昇先生
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地域包括ケアは
公立みつぎ総合病院から始まった
•公立みつぎ総合病院

• 1970年代に広島県公立みつぎ総合病院を拠点とした尾
道市御調町の「地域包括ケア」が起源

•「地域包括ケア」の最初の提唱者、山口昇先生
• 同病院の山口昇医師は、1970年当時、脳卒中や心筋梗
塞でみつぎ総合病院に入院した高齢者が退院し、在宅
に帰ってから間もなく「寝たきり」となって再入院す
るケースが多いことに気がついた。

•御調町の取り組み
• 1975年から看護や医療を在宅に「出前」するサービス
を開始して、寝たきり防止に努めることにした。
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12山口昇先生スライドより
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1993年

2012年～2013年
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2008年
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地域包括ケアは病院の
専門職の地域活動から

始まった

専門職の出前サービス



高齢者介護研究会と地域包括ケア

• 「地域包括ケア」が初めて国の文書に登場したの
は2003年6月だった。
• 2000年に介護保険制度が始まって3年後である。

• 「高齢者介護研究会」（座長・堀田力さわやか福
祉財団理事長)
• 厚労省老健局長の私的研究会がまとめた報告書「2015年
の高齢者介護」

• 「地域包括ケアシステムの確立」と初めて記載された。

• 「介護保険のサービスを中核としつつ、保健・福
祉・医療の専門職相互の連携、さらにはボラン
ティアなどの住民運動を含めた連携によって、地
域の様々な資源を統合した包括的なケア」



地域包括ケア研究会

• 2008年、厚労省に「地域包括ケア研究会」
（座長・田中滋慶應義塾大学大学院教授）がス
タート

• 2009年に研究会は「住宅サービス」を加えた

•「個人が尊厳ある生活を地域の中で送るために
は、居住環境が整備された住宅を個人が選択で
きることが大切」

•その後、研究会は地域包括ケアシステムの概念
を更新していく



地域包括ケア研究会

植木鉢モデル



地域医療介護
総合確保法と地域包括ケア

2014年

地域包括ケア
システムの
法制化



地域医療介護総合確保法
（2014年）
•第二条 この法律において「地域包括ケアシス
テム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、
可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができるよ
う、医療、介護、介護予防（要介護状態若しく
は要支援状態となることの予防又は要介護状態
若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止
をいう。）、住まい及び自立した日常生活の支
援が包括的に確保される体制をいう。



社会保障制度改革国民会議
最終報告書（2013年8月6日）

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し

地域医療構想
と地域包括
ケアシステム



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るため
の基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導
入（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整
（2015年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10
月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階
的に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立

地域医療介護総合確保法



2014年5月14 日衆院
厚生労働委員会で
強行採決！



強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課題」

地域密着型サービスについて意見を述べた



パート２
地域包括ケアシステムと

栄養・食事



地域包括ケアシステムと
栄養ケアマネジメント
•地域包括ケアシステムにおける栄養ケアマネジ
メントの必要性
• 食生活および栄養障害の改善、疾病の再発予防や疾
病予防ができ、地域住民が住みなれたところでその
人らしい生活を送ることができること

• 地域包括ケアシステムに栄養ケアマネジメントを組
み込むことが必要

• 食と栄養が健康の基盤

地域包括ケアシステム
から「栄養」がすっぽ
り抜けている！？



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

２０２５年の地域包括ケアシス
テムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

○ 住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要
介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

○ 認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高
齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域

の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

認知症の人

平成２５年 地域包括ケアシステム

33
人口1万人、中学校区、駆け付け30分圏域

栄養が
抜けて
いる！



東京都昭島市

















まず現場を見ること
栄養アセスメントを

行うこと





PDCAサイク
ルを回す







地域包括ケアシステムに栄養士と
栄養ケア・ステーションを加えよう！

栄養士



地域包括ケアに
栄養ケアステーション
を位置付けよう！



栄養ケア・ステーションとは？

•栄養ケア・ステーションは食・栄養の専門職で
ある管理栄養士・栄養士が所属する、地域密着
型の拠点のこと。

•地域住民の方はもちろん、医療機関、自治体、
健康保険組合、民間企業、保険薬局などを対象
に管理栄養士・栄養士をご紹介、用途に応じた
さまざまなサービスを提供する。









2018年介護報酬改定
栄養改善加算の要件緩和等



栄養ケア・ステーション

栄養ケア・ステーションは、地域住民のための食生活支援活動の拠点
都道府県栄養士会が運営し、地域の特性に応じた様々な事業を展開

栄養ケア・ス
テーション数
全国356か所、
栄養士4973人

2021年4月





地域高齢者等の健康な食事のための
管理栄養士・栄養士による配食事業
展開事例集～栄養ケア・ステーショ
ン活用モデル～



認定栄養ケア・ステーション
薬局内の栄養ケアステーション

横浜市保土ヶ谷

認定栄養ケア・ス
テーションとは、日
本栄養士会の登録商
標である栄養ケア・
ステーションとして
の適格性を有する拠
点を認定したものす。



パート３
2021年介護報酬改定

栄養士と他職種との連携



介護サービスの種類と多職種連携

•①居宅介護サービス
• 訪問サービス
• 通所サービス
• 短期入所サービス

•②施設サービス
• 特養
• 老健
• 介護医療院

•③地域密着型サービス
• 定期巡回随時対応
• 看多機









2021年介護報酬改定
加算等の算定要件とされている計画作成や会議
について、リハ専門職、管理栄養士、歯科衛生
士が必要に応じて参加することを明確化する



生活機能向上連携
加算のICT活用評価



生活機能向上連携加算



ICT活用した動画
等による利用者の

状態把握



施設系サービスにおける
口腔・栄養関連加算の

基本サービス化







口腔ケアを行
わないと体重
減少のリスク

2.2倍



肺炎リスク
3.9倍



施設系サービスにおける口腔衛生
管理体制加算の基本サービス化

• 施設系サービスにおける口腔衛生管理体制加
算を廃止し、同加算の算定要件の取組を一定
緩和した上で、基本サービスとして行うことと
する。

•施設系サービスについて、口腔衛生管理体制を
整備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生
の管理を行うことを求める。

•その際、３年の経過措置期間を設けることと
する。



施設サービスにおける
栄養マネジメント充実



高リスク

中リスク









平成30年11月 独立行政法人福祉医療機構調査



施設系サービスにおける栄養マネ
ジメント加算の基本サービス化
• 施設系サービスにおける栄養マネジメント加算を廃止し、
栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことと
する。

• このため、現行の栄養士に加えて、管理栄養士の配置を位
置付ける（栄養士又は管理栄養士の配置を求める）ととも
に、入所者ごとの状態に応じた栄養管理を計画的に行うこ
とを求める。

• 栄養ケア・マネジメントが実施されていない場合は、基本
報酬を減算する。その際、３年の経過措置期間を設けるこ
ととする。

• 低栄養リスクが高い者のみを対象とする低栄養リスク改善
加算について、入所者全員への丁寧な栄養ケアの実施や栄
養ケアに係る体制の充実を評価する加算に見直す。

• その際、CHASE へのデータ提出とフィードバックの活用に
よる更なるPDCA サイクルの推進・ケアの向上を図ること
を要件の一つとする





BMI
18.5未満







通所系サービスの栄養ケアマ
ネジメントの充実

• 管理栄養士と介護職員等の連携による栄養アセスメントの取組を評
価する新たな「栄養アセスメント加算」を創設する。

• その際、CHASE へのデータ提出とフィードバックの活用による更
なるPDCA サイクルの推進・ケアの向上を図ることを要件の一つと
する。

• 栄養改善加算について、栄養改善が必要な者に適切な栄養管理を
行う観点から、事業所の管理栄養士が必要に応じて居宅を訪問して
の栄養改善サービスの取組を行うことを求めるとともに、評価の充
実を図る。

• 管理栄養士については、外部（他の介護事業所、医療機関、介護保
険施設又は栄養ケア・ステーション）との連携による配置を可能と
する。







パート４
2022年診療報酬改定と

栄養士

①周術期の栄養管理

②入院栄養管理体制加算



①周術期の栄養管理



















②入院栄養管理体制加算











今日のまとめ

・地域包括ケアは病院の専門職の
地域活動から始まった

・地域包括ケアにおける栄養課題に注目
・栄養ケア・ステーションの活動に注目
・2021年介護報酬改定で施設系サービスで
栄養マネジメント加算がの基本サービス化

・通所サービスで栄養マネジメントの充実化
・2022年診療報酬改定で、周術期の栄養管理
と病棟への栄養士配置が評価された



•武藤正樹著

•なぜ、コロナでかかり
つけ医がクローズアッ
プされたのか？

•なぜ、いまかかりつけ
医制度が必要なのか

•発売日：2022/09/22

•出版社：ぱる出版

• ISBN：978-4-8272-1360-
7

こコロナで変わる
「かかりつけ医」制度

https://honto.jp/netstore/search/pb_9000039177.html


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp


• ①「栄養士が専門職としてどのように地域に貢献
しているか？どのように貢献すべきか？」につい
て意見交換をしよう。
• 実際に地域貢献している事例について意見交換しよう。

• ②「栄養ケア・ステーション」について意見交換
をしよう。
• 栄養ケア・ステーションの事例やその普及には何が必要
かについても意見交換をしよう。

• ③「栄養士と他職種との連携」について意見交換
をしよう。
• 実際に他職種と連携している事例について意見交換しよ
う。

• 4つのグループに分かれ、意見交換や討議の結果を
発表しよう。

グループワーク



グループワークの
発表は11：30から


